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研究分野：経済成長理論 

科研費の分科・細目：経済学・経済政策 
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１．研究計画の概要 
制度が経済成長に与える効果を正しく推

定するには、同時方程式の形でモデルを定式
化し、分析を行う必要がある。その際、推定
に用いられる説明変数が、直接に一人当たり
GDP の水準に影響を与えるのか、制度への
効果を通じて一人当たり GDP 水準に影響を
与えるのかを明示的に区別する必要がある。  

本研究では、制度の内生性を考慮した分析
を計画している。そのために、まず研究期間
の前半では、先行研究のサーベイによってそ
こで用いられている推定式を精査し、それら
の文献で用いられている入手可能なデータ
を調べる必要がある。後半では、モデルを設
定し、実証的な研究を試みる。さらに、そこ
から得られた結果が十分な説明力を持たな
い場合には、関連する理論研究やフィール
ド・ワークによって得られた情報をヒントに
さらに精緻なモデルの設定を考えている。 
 

２．研究の進捗状況 
これまでに、先行研究のサーベイ、原

型となる推定式の定式化、そのモデルを
利用しての実証分析を行い、またそれら
の分析では十分にとらえることができ
ない社会的な事象についての文献調査
および他の研究者との議論を行った。デ
ータの利用においては、まだ十分に整備
されていなかった中国統計年鑑の過去
のデータを利用可能な範囲で遡って分
析に使った。豊富とはいえないまでも分
析を行うためのサンプル数の確保はす
ることができた。そこで得られた分析結
果を基準に、さらなる文献調査により民
間部門の活用や経済特区の設定など市
場経済化に向けた中国政府の経済政策

や取り組みを理解することができ、今後
はこのような質的な要素をとらえるモ
デルの構築が必要であることを確認し
た。また、研究会において他の研究者と
の議論から中国における地方分権化に
対する国民の反応や既に経済発展を遂
げている西洋諸国や東アジアの国々と
比べて、中国経済の特異性を知ることが
できた。特に、予算配分において、豊か
な地域には更なる経済的な集積を実現
するために多くの予算が配分され、未発
展の地域には産業集積による経済発展
の可能性が低いためにあまり多くの予
算が配分されないという事実を知るこ
とができた。このような事実は経済発展
が予算制度を通じて予算配分に影響を
与えるというさらに複雑な問題を示唆
しており、以後の研究において有益な情
報であった。 
 

３．現在までの達成度 
③やや遅れている。 

（理由） 
20 年度～22 年度まで在籍していた所属機関
には文献およびデータ不足がしていたため、
一からそれらを集めなければならなかった。
また、他の業務で本課題に取り組む時間が当
初予定よりも限られたために目標エフォー
トを達成することができなかった。 
 

４．今後の研究の推進方策 
平成 23 年度の研究では、これまでの

推定では十分に分析に取り入れること
ができなかった中国経済の特徴となる
要因を推定式に導入することでより精
度の高い実証結果を得ることを計画し
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ている。平成 23 年度はこれまでの研究
で得られた資料を論文としてまとめ、学
会発表など研究成果をまとめ、それを公
表する機会をできるだけ多く持つこと
を目標にしている。より具体的には、平
成 23 年度初旬に実証分析を行い、前半
までに論文としてまとめ、後半からは学
会報告とそこでの議論に基づいてさら
に分析の質を向上させることを計画し
ている。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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